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１．電子化・ペーパーレス化について
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地方公共団体の行政手続のオンライン利用促進に向けた取組

○ 総務省においては、

・「オンライン利用促進指針」を策定し、住民の利便性の向上や業務効率化の効果が高いと考えら
れる手続を「オンライン利用促進対象手続」と位置づけ。

・行政手続オンライン化法第11条の規定を踏まえ、毎年度、オンライン化の状況を調査・公表。

オンライン利用率の推移※
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○ 平成30年５月には、内閣官房IT総合戦略室の行った「行政手続等の棚卸し」の結果を踏まえ、「オ

ンライン利用促進指針」を改正し、「オンライン利用促進対象手続」に新たに13の手続を追加指定
した上で、更なるオンライン利用の促進に取り組むよう助言するなどの取組を行ってきたところ。

（追加されたオンライン利用促進対象手続の例）

給与支払報告書の提出、児童手当の受給資格・所得現況届出

※ オンライン利用促進対象手続の利用率

＜主なオンライン利用促進対象手続＞
・ 図書館の貸出予約等
・ 文化・スポーツ施設等の利用予約等
・ 地方税申告手続
・ 港湾関係手続（係留施設使用許可申請等）



○ 昨年12月に、政府の第７５回高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・第６回官民データ活用推進戦略
会議合同会議において、「デジタル時代の新たなＩＴ政策の方向性について」が決定された。

政府としての取組（デジタル時代の新たなＩＴ政策の方向性について）
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出典：内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室「第７５回高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・第６回官民データ活用推進戦略会議合同会議参考資料」（平成30年12月）

引越し等に関する手続のワ
ンストップ化など、国民の手
続負担を削減する取組を
進めるとともに、高齢者や障
害者に寄り添い、また地域
の成長・再生・維持につなが
る「人に優しいデジタル化」を
実現するための施策を促進
する。



○ 政府においては、官民を通じた分野横断のデータ連携を行うため、官民データ活用推進基本法、世界最先端
デジタル国家創造宣言に基づき、データ形式の標準化を推進。

政府としての取組（データ形式の標準化について）
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第１部 世界最先端デジタル国家創造宣言

II. ITを活用した社会システムの抜本改革

１ デジタル技術を徹底的に活用した行政サービス改革の断行

(３) デジタル改革の基盤整備

① 行政データ標準等の確立

官民を通じた分野横断のデータ連携を行うためには、データ形式の標準化が必要となるが、行政機関におけるデータ実装レベ
ルでは、いまだ基本的なデータやコードの記法に揺らぎが存在している。これまでは人が目視で確認するなどによりその揺らぎを
吸収する、膨大なデータクレンジング作業が発生してきたが、データ連携が前提となる現在においては、揺らぎを抑える仕組みが
必要である。

内閣官房において、行政分野におけるサービスやデータの標準化に向け、行政データ標準（日付、住所等の基本情報）を策定す
るとともに、政府の文字情報基盤を整備するため、漢字、代替文字、フリガナ、ローマ字等を含む文字情報の現状や導入方法に
関するガイドラインの整備を行う。

世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（平成30年6月15日改訂）

（情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等）

第十五条 国及び地方公共団体は、官民データ活用に資するため、相互に連携して、自らの情報システムに係る規格の整備及び
互換性の確保、業務の見直しその他の必要な措置を講ずるものとする。

２ 国は、多様な分野における横断的な官民データ活用による新たなサービスの開発等に資するため、国、地方公共団体及び事
業者の情報システムの相互の連携を確保するための基盤の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。

官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103号）



＜法人が行う電子申告による申告件数（下段は利用率）＞

平成24年度 平成29年度

法人道府県民税・
法人事業税

169万件
（44.4％）

269万件
（65.8％）

法人市町村民税
154万件
（39.2％）

282万件
（66.2％）

個人住民税
（給与支払報告書）

909万件
（12.0％）

3,482万件
（41.3％）

固定資産税
（償却資産）

38万件
（11.6％）

111万件
（30.5％）

事業所税
1万件
（5.8％）

2万件
（16.3％）

地方税の電子申告を巡る状況

○ 平成16年度に稼働したeLTAXを活用して電子申告に対応する団体は順次拡大し、現在は、全ての地方自
治体に対して、法人関係税等の電子申告が可能。

○ 法人の利用率は着実に向上しており、平成29年度・法人道府県民税の電子申告利用率は65.8％。

6



○ 地方税においては、行政手続コスト削減のための基本計画を策定し、削減方策（コスト削減の取組内容及び
スケジュール）を掲げて、電子化を推進。

電子化に向けた地方税の取組
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（１）電子申告の義務化が実現されることを前提として、大法人の法人住民税・法人事業税の申告について、電子申告（eLTAX）の利用率100％

（２）中小法人の法人住民税・法人事業税の申告について、電子申告（eLTAX）の利用率70％以上。
なお、将来的に電子申告の義務化が実現されることを前提として、電子申告（eLTAX）の利用率100％

（３）電子納税の推進（共通電子納税システム（共同収納）の導入） 【2019年10月実施予定】

（４）eLTAXの使い勝手の大幅改善
イ eLTAXの利便性向上に資する地方税の共通電子納税システム（共同収納）の導入【2019年10月実施予定】
ロ 複数地方団体への電子申請、電子申告の利便性向上
（イ） 複数地方団体への法人設立届出書等の電子的提出の一元化 【2019年９月実施予定】
（ロ） 地方団体間の地方法人二税の共通入力事務の重複排除 【2019年９月実施予定】
ハ eLTAXの送信容量の拡大等の検討【2019年９月実施に向けて検討】＜新規＞
ニ 認証手続の簡便化
（イ） 法人納税者の認証手続の簡便化【2018年４月実施】＜新規＞
（ロ） 更なる本人確認手続の簡便化【内閣官房における検討結果を踏まえ対応】 ＜新規＞
ホ eLTAX受付時間の更なる拡大 【2019年９月実施予定】
ヘ その他のeLTAXソフト（PCdesk）の利便性向上
（イ） 異動届出書提出時の利用者情報への自動反映 【2019年９月実施予定】
（ロ） 法人番号の入力による法人名称等の自動反映 【2019年９月実施予定】 ＜新規＞
（ハ） メッセージボックスの閲覧方法の改善 【2019年９月実施予定】
（ニ） ヘルプデスクの環境整備 【2019年９月実施予定】
（ホ） 利用可能文字の拡大 【2019年９月実施予定】

（５）国税との情報連携の徹底（法人設立届出書等の電子的提出の一元化、電子申告における共通入力事務の重複排除等）
イ 電子的提出の一元化等
（イ） 地方団体で作成した所得税確定申告書データの引継ぎの推進
（ロ） 給与・公的年金等の源泉徴収票及び支払報告書の電子的提出の一元化の推進
（ハ） 法人納税者の開廃業・異動等に係る申請・届出手続の電子的提出の一元化 【2020年３月実施予定】
（ニ） 法人税及び地方法人二税の電子申告における共通入力事務の重複排除 【2020年３月実施予定】
（ホ） 財務諸表の電子的提出の一元化 【2020年４月実施予定】 ＜新規＞
ロ e-TaxとeLTAXの連携
（イ） e-TaxとeLTAXの仕様の共通化の推進【2017年度以降順次実施】
（ロ） e-TaxソフトとeLTAXソフト（PCdesk）との連携の推進 【2020年３月実施予定】

（６）その他
イ 税務相談の充実【順次検討】＜新規＞

ロ 情報提供ネットワークシステムの活用＜新規＞

ハ 従業員に関する税・社会保険関係手続の簡便化（従業員の納税に係る事務）＜新規＞

地方税分野における「行政手続コスト」削減のための基本計画（2018年３月末改訂）



窓口業務改革の取組（書かない窓口）【北見市】

来庁者に対しては、聞き取りの流れや

標準的な確認事項を表現したツール

(パンフレット)を見せながら応対する。

窓口支援システムを用いた受付応対の標準化と申請書のシステム作成

○ 北見市では、窓口支援システムを活用し、職員が応対の流れの中で申請書類をシステム作成している。

○ システム作成することで内容がデータ化され、必要な手続きの判定など後続の処理で活用可能となる。

○ 受付部分のシステム化と手順の標準化、手続き案内書による案内や引継ぎ等、業務の効率化にも効果。

受付内容

必要な届出書・申請書が

システムから印刷される。

手続き判定
プログラム

必要な手続きが自動判定された案内書。
別の窓口ではバーコードから対応継続可能。

【窓口支援システム】受付業務の効率化・標準化を目的とし、
既存の業務システムに上乗せの仕組みとして構築した。
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（受付後）
各課の既存の業務システムで
入力等の処理を行う

システム作成が
データ発生源となるため
AI-OCR処理は不要

職員は、端末に表示された流れに沿って

届出内容を聞き取り、端末に入力する。
受付

処理

住基DB等

例：住民異動届



住民異動届の情報が
ＱＲコードに含まれている

○ 熊本市では、届出書作成支援・窓口案内システム（届出ナビ）を活用し、①市民がタブレットで情報を入力し、
届出書と窓口案内を出力、②窓口ではＱＲコードを用いて、異動情報をデータ化する取組を検討中。

窓口業務改革の取組（QRコードの活用）【熊本市】
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届出書作成支援・窓口案内システム（届出ナビ）



２．様式・帳票の標準化について



○ このように、国や自治体が電子化・ペーパーレス化に向けた取組を進める一方で、自治体の業務では、多く
の紙の様式・帳票が残っている。

○ 種類としては、①住民や企業等からの申請、②住民や企業等に対する通知・交付等の大きく２つのパターン
があるほか、自治体内部事務用の帳票（チェックリスト等）もある。

○ これらの標準化は、住民や企業等の利便性向上につながるとともに、自治体から見れば、主に、
①住民や企業等からの申請に係る様式・帳票の標準化についてはＡＩ・ロボティクスの活用に、
②住民や企業等に対する通知・交付等に係る様式・帳票の標準化についてはシステムの標準化につながる。

様式・帳票の種類（１）
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Ａ１ Ａ２

所管課他課

自治体

住民、企業、団
体、他自治体等

Ｃ
Ｂ

C1申請

C２通知・交付等

（例）転入届、出生届、要介護認定の請求書、就労証明書 など

【標準化の効果】
 住民や企業が、自治体に提出する書類や受け取る書類が統
一されることで、複数団体に提出する際の手間が解消される。

 AI-OCR、RPAを活用した統一的な業務プロセスに寄与する。

(例）住民票の写し、被保険者資格証明書、納税通知書 など

【標準化の効果】
 自治体は、様式・帳票の文言レイアウト調整により大量に生じているシステムのカス
タマイズを削減でき、コストカットになる。

 自治体側としても、システム調達時の調整コストが大幅に削減できる。
 ベンダ側としても、個別自治体との調整コストが減少し、より効率的な仕事が可能
に。

（例）庁内統計、同一人リスト など

（例） 異動者リスト、入力確認票など



○ 自治体の業務に関係する様式や帳票については、①法令により様式や帳票そのものが規定されている場
合、②法令により記載事項が規定されている場合、③法令により届出義務等が規定されている場合、④特に法
令に根拠がない場合（例：印鑑登録証明書（自治体の印鑑条例が根拠））等が存在する。

様式・帳票の種類（２）
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根拠法令 様式 規定内容

法律 政令 省令 通知（事務処理要領）

住民基本台帳法 転入届等 ○届出義務
○届出事項
・氏名、住所 等

⇒届出方法について政令委任

○届出方法
・記名
・押印

－ ○様式
（様式の例を示す）

戸籍法 出生届等 ○届出義務
○記載事項
・氏名、住所 等

⇒その他記載事項
省令委任

－ ○記載事項
・世帯主、同居年月 等

○様式

（所定の様式によらなければならな
い）

国民健康保険法 資格取得
届

○届出義務
○記載事項省令委任

－ ○記載事項
・氏名、住所 等

○様式の廃止（S40)
（従来は省令に様式の定め）

児童手当法 認定の請
求書

○児童手当認定を受ける場合の
請求義務
○請求様式省令委任

－ ○様式

（所定の様式を提出することにより
行わなければならない）

－

介護保険法 要介護認
定の請求
書

○要介護認定を受ける 場合の
申請義務
○記載事項省令委任

－ ○記載事項
・氏名、住所 等

○様式

（所定様式で申請を行うものとするが、異
なる様式も差し支えない）

建築基準法 建築
確認
申請書

○建築確認にかかる申請書提出
義務
○申請様式省令委任

－ ○様式
（所定の様式とする）

－

情報公開法 開示
請求書

○開示請求にかかる請求書提出
義務
○記載事項
・氏名、住所 等

⇒その他記載事項
政令委任

○記載事項
・開示実施方法
・開示希望 日 等

－

（注）記載事項を政令委任しているの
は、省令を定めないという前提があっ
たためではないか（担当課聞取）

○様式

出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）

①

①

②

②

②

①

②

③

②

②

②



様式の規定の仕方（１）
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様式・帳票を法令や通知に位置づけている方法としては、

○ 法律の個別の委任規定を受けて、省令で規定する場合

○ 法律の個別の委任規定はないが、省令に規定する場合

○ 通知等に規定し、地方自治体に対して技術的助言を行っている場合

がある。

 行政法学における通説的な考え方として、「様式」は国民の権利義務とは直接関係しないため、様式を定めるには法
律の個別の委任規定が必要な委任命令ではなく、国家行政組織法１２条第１項の規定に基づく執行命令で足りると
いう整理がなされ、法律における個別委任がなくとも、省令や通知に規定が可能なものとされてきた。

 結果として、各種申請・届出や交付・通知にかかる様式が定められている法令（通知）のレベルは区々となり統一的な
運用はなされておらず、その拘束形式も「例」・「所定の様式に依らねばならない」とされているなど、必ずしも統一が
なされているわけではない。また、仮に省令等で様式が定められていたとしても、これまでの住民対応から積み重ね
た工夫等を踏まえ、国が示す様式を独自に改変し、電算化に際してもその独自様式をシステムに持ち込んできたとい
う歴史がある。

地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）



様式の規定の仕方（２）
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拘束的な書きぶり

･･･なければならない

○出生の届書は、附録第十一号様式に、婚姻の届書は、附録第十二号様式に、離婚の届書は、
附録第十三号様式に、死亡の届書は、附録第十四号様式によらなければならない。【戸籍
法施行規則第五十九条】

○法第七条第一項の規定による児童手当の受給資格及びその額についての認定の請求は、様
式第二号による請求書を市町村長に提出することによつて行わなければならない。【児童
手当法施行規則第一条の四】

･･･ものとする

○法第六条第一項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む。第四項において同
じ。）の規定による確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

（中略）
一 別記第二号様式による正本一通及び副本一通（中略）
二 別記第三号様式による建築計画概要書
三・四（略）【建築基準法施行規則第一条の三】

○市町村は、世帯主に対し、その世帯に属する被保険者に係る様式第一号による被保険者証
を交付しなければならない。この場合において様式第一号による被保険者証は、その世帯
に属する被保険者ごとに作成するものとする。【国民健康保険法施行規則第六条】

任意的な書きぶり 例とする

○届出書の様式は、住民の利便及び事務処理の合理化の見地より、次の点に留意しつつ、合
理的な様式について創意工夫されたい。・・・・

(1)届出人が記載しやすいように平易かつ簡明なものであること。
(2)・(3) （略）
(4) 各種の届出ごとに異なった様式を用いることなしに、共通の様式を用いることも適当で

あろう。なお、参考までに法の規定による届出についての様式の例を示せば、おおむね次
のとおりである。【住民基本台帳事務処理要領】

○ 省令などで拘束的な書きぶりがされているものと、任意的な書きぶりになっているものとがある。



２．様式・帳票の標準化について
（１）住民や企業等からの申請



住民基本台帳事務処理要領に記載されている住民異動届

16出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）



住民異動届の実例（１）
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出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）

事務処理記載欄
として追加



住民異動届の実例（２）
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出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）

国民健康保険関係の
記載欄を追加



児童手当法施行規則に規定されている第２号様式
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○児童手当法施行規則（昭和四十六年厚労省令第三十三号）
（認定の請求）

第一条の四 法第七条第一項の規定による児童手当の受給資格及びその額についての認定の請求は、様式第
二号による請求書を市町村長に提出することによつて行わなければならない。

出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）



児童手当・特例給付認定（額改定）請求書の実例
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出典：地方自治体における業務の標準化・効率化に関する研究会報告書（平成27年１月）

○ 省令で定められている様式であるが、改変している自治体もある。

この部分を他の様式と複写
にするために加工



○ 北見市では各課が所管する申請様式を、「フレームと部品化の組み合わせ」という考え方で、記入しやすさと
業務効率を考慮した共通的なデザインや項目の配置に作り変えた。（ただし、市の権限で変更できない様式は除く。）

○ データ項目の並びや出現位置が整理され、システムで様式を取扱う際にも効率的となる。

○ 証明交付申請書の統合化や住民異動届の兼様式化など、届出の効率化となる様式整理も合わせて行った。

様式・帳票の標準化の事例【北見市】
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国民健康保険、国民年金、介護保険、後期高齢の被保険者資格の取得・
喪失・変更は、住民異動届（転入届・転居届・転出届・世帯変更届）に
付記することで同時に届出があったとみなされる（住民基本台帳法）。
そこでさらに、戸籍届由来の各制度の資格取得・喪失・変更についても
同一の様式で共通的に事務処理ができるよう兼様式化し、業務権限等の
整理も行った。なお、届出書はシステムで作成する。

付記

申請書様式の標準化手法 住民異動届の「兼様式化」の事例

共通的な要素を部品化して、フレーム（ひな型）に組み合わせ

出典：北見市届出書等の様式作成の基準に関するガイドライン



２．様式・帳票の標準化について
（２）住民や企業等に対する通知・交付等



住民票の写しの実例（１）
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※住民基本台帳事務処理要領上に様式例の記載はなし



住民票の写しの実例（２）
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※住民基本台帳事務処理要領上に様式例の記載はなし



様式・帳票とシステムのカスタマイズの関係
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○ 様式・帳票に関するカスタマイズが大きな影響を与えている事例もある。

Ｆ
プログラムを

修正しない設定変更

Ｅ
外付けカスタマイズ

Ｄ
プロセス新規作成
(例：バッチ処理）

Ｃ
パッケージから分離

パッケージ資産の範囲

A
パッケージを
変更することで

吸収

Ｂ
パラメータで吸収可能

レベルアップ時に影響高

レベルアップ時に影響低

外付け開発環境での開発作業パッケージ開発基盤環境下で
の開発作業

本来ならパッケージ資産の範囲にも関わらず、
要望団体用に別に資産管理を行うカスタマイズ

⇒ 極力減らしたい重大なカスタマイズ。

カスタマイズの範囲

【ベンダ提供資料】※あくまで当該ベンダにおける分類であり、他ベンダでは異なる分類をしていることもありう
る。



証明書におけるカスタマイズ事例
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○ 様式・帳票に関するカスタマイズが大きな影響を与えている事例もある。

パターンC 氏名欄にフリガナ
を出力する

パターンC 方書の表示／非表
示の切り替えを要望団体の独
自規則とする
（マンション・アパートは出
力しても“様方”は出力しない
等）

パターンC 証明書にシステム
内部番号を記載する（例：世帯
番号）

パターンF 証明書の認証文を変更
する（「証明します」を「証明す
る」に変更する）

パターンF 証明書のサイズをA5横
からA4縦へ変更する

パターンB 編集文言を変更する
（「職権修正」を「修正」にする
等）

パターンA 認証者肩書を長い市
町村名肩書／首長名に対応する
（都道府県名を入れる団体と入れ
ない団体がある）

パターンF 印鑑証明書では氏名
と通称の境目を削除する

【ベンダ提供資料】


